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○安倍自公内閣は６月14日に「経済成長戦略」と「骨太の方針」を閣議決定。その内容は、一部の大企業の海外進出・大儲けを国が支援するもの。原発を大企業と一緒に外国に売り歩くことが「成長戦略」というとんでもないものです。その財源づくりのために、消費税大増税を国民に押し付けようというのです。


○安倍首相は10月にも閣議決定で、来年４月から８％、15年10月に10％への消費税率引き上げを強行しようとしています。多くの国民は消費税増税に反対です。目前の参議院選挙で、「消費税大増税、ノー」の声を安倍政権に突きつけましょう。








賃上げ・中小企業支援で家計を温めるのが最大の景気対策


◇マスコミが散々あおってきた「アベノミクス」の破たんが始まっています。潤っているのは大企業や大金持ちだけ。私たち庶民は円安で、ガソリンも小麦も生活必需品は値上げラッシュ。電気料金も値上がりです。この上、消費税が増税されれば、家計は火の車。日本経済は奈落の底に転落します。


◇「消費税大増税中止」こそ、地域経済が元気になる一番の景気対策です。


◇生活保護法の改悪がすすめられ、医療も介護も年金も切り捨てです。「消費税増税は社会保障のため」のウソが明らかになっています。生活保護は憲法25条に基づく国民の生きる権利を保障したものであり、病気や失業時の命綱です。命さえ奪う社会保障の改悪は二重の「増税」です。
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